
 
 

２０２２年１０月７日 

損害保険ジャパン株式会社 

 

「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」１０年の足跡と今後の展開 

～ 企業とＮＰＯの協働による日本の希少生物種の保全活動 ～ 

 

 損害保険ジャパン株式会社（取締役社長：白川 儀一、以下「損保ジャパン」）は、２０１１年度か

ら、認定特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター（代表理事：萩原 なつ子、以下、「日本ＮＰＯセンタ

ー」）、地域のＮＰＯ支援センターおよび環境ＮＰＯと協働で、市民参加型の生物多様性保全活動を行う

「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」を全国で展開しています。これまでの取組みの１０年を振り返

り、「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」がどのような価値を生み出してきたのかをまとめた「１０

年の足跡」を作成しました。進化させていく「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」の今後の取組みと

合わせて、お知らせいたします。 

 

   

 

 

１．「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト」の概要 

保険のご加入時に、お客さまにＷｅｂ約款・Ｗｅｂ証券を選択いただいた場合や自動車事故の修理時

にリサイクル部品などを活用いただくことにより、削減できたコストの一部を活用して寄付を行い、日

本ＮＰＯセンター、地域の市民活動を支援するＮＰＯ支援センター、環境ＮＰＯと協働で、市民参加型

の生物多様性保全活動を行うプロジェクトです。 

このプロジェクトは、市民の皆さまに身近な自然環境に関心を持っていただく機会を提供するととも

に、企業とＮＰＯが市民の皆さまと協働で環境保全活動を実施することで「いきものが住みやすい環境

づくり」を目指し、ＣＯＰ１０による愛知目標が策定された翌年の２０１１年からスタートしました。 

 

２．取組みの成果（社会への広がりとつながりの構築） 

１０年間の取組みを通じて、生物多様性保全に向けた様々な活動を全国で展開し、これまでに延べ２

９９種の希少生物種の保全活動を行うと共に、その活動を通じて、参加者への普及啓発、環境団体の基

盤強化、地域のネットワーク構築等、さまざまな価値創出につながっています。 

 

（１）１０年間の活動実績 

・イベント開催数：８７３回 

 ・イベント参加者数：４６，８９４人 



  ・保全対象の希少生物種：２９９種 

  ・プロジェクトを実施した各地域の環境団体：延べ３５７団体 

  ・環境団体の運営をサポートした地域の運営支援団体（NPO支援組織）：延べ２６６団体 

 

（２）参加者の意識変化（「10年の足跡」冊子P.15・17：参加者アンケートより） 

  ・イベント参加により環境問題や環境保全活動に関心を持った：９５．３％ 

  ・今後もまたこのようなイベントに参加したい：（大人）９５．４％、（子ども）８２．３％ 

 

（３）環境団体の基盤強化（「10年の足跡」冊子P.15・17：環境団体、運営支援団体アンケートより） 

  ・プロジェクト以外の活動へも連携が広がった：４８．７％  

・イベントへの新規参加者が増えた：７１．２％ 

・団体の会員が増加した：４８．０％ 

  ・団体の新規スタッフが増加した：３７．１％ 

  ・損保ジャパンや代理店との連携が組織運営能力の向上に役立った：７６．４％ 

 

（４）ＷＥＢ約款率の推移（自動車保険） 

  ・５９．５％（２０１１年） ⇒ ９１．９％（２０２１年） 

 

（５）主な受賞履歴 

  ・第８回エコプロダクツ大賞 エコサービス部門 推進協議会会長賞（優秀賞）(2011.11) 

  ・エコマークアワード２０１１ 奨励賞（2012.2） 

  ・国連生物多様性の１０年日本委員会（UNDB-J） 連携事業認定（2012.9） 

  ・生物多様性アクション大賞２０１３ 審査委員賞（2013.10） 

  ・平成２７年度青少年の体験活動推進企業表彰 審査委員会奨励賞（2016.2） 

 

３．社会価値の計測・可視化（ＳＲＯＩ※１手法による分析） 

 ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクトでは、２０１１年～２０１５年に実施した取組みについて、社会

的価値を可視化するため、ＳＲＯＩ（社会的投資収益率）手法を用いて、本プロジェクトの有効性・効

率性を検証しました。 

 初年度であった２０１１年度は、初期投資期間でもあり、費用が社会的・事業的価値を上回る状況で

したが、２０１５年度には、費用の約２倍の社会的・事業価値を生み出す結果となり、本プロジェクト

の有効性・効率性が実証される結果となりました。 

 

【２０１１年度】ＳＲＯＩ：０．４６ ⇒ 【２０１５年度】ＳＲＯＩ：２．０ 

 

※１ ＳＲＯＩ（社会的投資収益率：Social Return On Investment） 

  事業への投資価値を、より広い価値の概念に基づき、評価、検証するフレームワーク。従来のままでは貨幣価値とし

て捉えにくかった社会的価値についても「代理指標」を用いて貨幣価値化することで、社会的価値を含めた形での

事業のパフォーマンスを把握することができる。 

 

４．今後について 

本年１２月に開催されるＣＯＰ１５に先立ち、２０２１年のＧ７サミットでは、２０３０年までに生

物多様性の損失を食い止め回復させる（ネイチャーポジティブ）というゴールに向けた国際目標「３０

ｂｙ３０目標」が合意されました。国内でも新しい生物多様性国家戦略が動き出し、里地里山や企業の

水源の森など民有地を「保護地域以外の生物多様性保全に貢献している場所」として環境省が認定する

仕組みが計画されています。これまでにＳＡＶＥＪＡＰＡＮプロジェクトで取り組んできた生物多様性

保全の活動やフィールドは、まさにこれらの方向性と合致するものであり、今後も各地域における環

境・生物多様性保全活動を積極的に展開していきます。 



また、２０２２年度からは、生態系を活用した防災・減災（Ｅｃｏ-ＤＲＲ※２）の概念も取り入れて

いきます。干潟の保全活動やいきもの観察会（大分県・中津干潟）、棚田の保全活動（和歌山県・紀美

野町）等、生態系の保全や活用が地域の防災・減災にもつながること普及啓発していくプログラムも実

施し、いきものが住みやすい環境づくりとともに災害に強い地域社会づくりに取り組んでいきます。 

 

※２ Ｅｃｏ-ＤＲＲ（生態系を活用した防災・減災：Ecosystem-based Disaster Risk Reduction） 

  自然の力を防災や減災に活用する考え方。生態系の管理・保全や再生により生態系を利活用することで、自然災害

リスクを軽減し、災害に強い地域社会をつくっていくことを目指すもの。 

 

「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ プロジェクト１０年の足跡」は下記リンクから閲覧が可能です。 

https://www.jnpoc.ne.jp/?p=25202 

 

以上 

https://www.jnpoc.ne.jp/?p=25202

